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１． はじめに 

 

道路局では、高速道路の最適利用・機能向上を図る

ことにより、高速道路利用者のみならず一般道路利用者

や沿線住民など社会全体の「公益」の拡大に貢献するこ

と（生活道路の復活、交通渋滞の解消、環境との調和、

災害時の信頼性向上、地域の活性化など）を目的とした

「使える」ハイウェイ政策を推進している。 

 我が国の高速自動車国道のインターチェンジ（Ｉ

Ｃ）間隔は約10kmであり、欧米諸国の約5kmの倍程度に

なっており、高速道路の利用勝手の悪さの一因になっ

ている。この課題解決に向け、「使える」ハイウェイ

の主要施策の１つにＩＣの最適配置が挙げられており、 

「ＳＡ・ＰＡに接続するスマー

トＩＣ社会実験」を平成１６年

１０月の東名高速･上郷SA を皮

切りに全国３５箇所で実施し，

現在も実験を継続中である。こ

のスマートＩＣはＥＴＣ専用の

ＩＣで、従来の通常のＩＣと比

較して設置・管理コストを約３

～５割削減できる。 

本研究は、スマートＩＣ社会

実験の結果を分析することで、

下記の３点を達成することを目

的とする。 

 

① スマートＩＣの利用実態

（主な使われ方）とそ

の効果を明らかにする

こと。 
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② 利用台数に影響を及ぼす要因を明らかにすること。 

③ 実験しなくても取得可能なデータを用いて利用台
数のおおまかな傾向を予測可能とすること。 

 

なお、本研究では、図－１の３５箇所のうち、平成

１７年１０月以降に実験開始された泉ＰＡ、新鶴ＰＡ、

豊栄ＰＡ、大潟ＰＡ、南条ＳＡ、亀山ＰＡ、吉備ＳＡの

７箇所と、平成１７年まで利用可能方向が１方向のみの

那須高原ＳＡ、上河内ＳＡ、富士川ＳＡ、遠州豊田ＰＡ、

上郷ＳＡの５箇所を除外（那須高原ＳＡ、上河内ＳＡ、

富士川ＳＡ、遠州豊田ＰＡについては、改良工事により

現在は利用可能方向が２方向となっている。）し、残り

の２３箇所を分析対象とする。 
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図－１ スマートＩＣ社会実験の実施箇所 

図－２ ＳＡ・ＰＡに接続スマートＩＣ 



２. スマートICの利用実態 

 
(1) 誘発利用・転換利用とその効果 
スマートＩＣの主な利用形態として、次の２つのパ

ターンが考えられる。第１のパターンが、今まで高速道

路を利用していなかった交通が新たに高速道路を利用す

る「誘発利用」で、第２のパターンが、従来も高速道路

を利用していた交通が利用するＩＣを変更する「転換利

用」である。 

これら２つのパターンのそれぞれに対して、次のよ

うな効果が見込まれる。「誘発利用」については、高速

道路利用率の向上により、一般道路の渋滞緩和・沿線環

境の改善、生活道路の復活による交通安全性の向上、モ

ビリティの拡大による地域の活性化などが考えられる。 

さらに、高速会社にとっては増収になるというメリ

ットもある。「転換利用」については、今まで１つの

ＩＣに交通が集中していたのが、新たにＩＣが増設さ

れたことにより適切に交通が分散され、交通円滑性の

向上という効果が考えられる。特に、この効果はスマ

ートＩＣの隣接ＩＣおよびその周辺で混雑が発生して

いる場合に発揮されると考えられる。 

 

(2) 利用台数（誘発・転換）の算出方法 
① 利用台数の換算方法 
 利用台数については H17.8.の日平均値を用いた。

また、利用可能方向数が２方向や３方向など限定され

ている箇所については、実験前（H16.8)の隣接２ＩＣ

のインターペア上下方向比率（＝上り方向利用台数／

全利用台数）を考慮して４方向分に換算した値を用い

た。 

 例えば、下り方向ハーフ（２方向）の箇所の場合、

換算値は（式１）で表される。 

上下方向比率

利用台数
換算値＝

−1
SIC

（式１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 誘発・転換台数の算出方法 
 誘発台数と転換台数の算出方法はそれぞれ（式２）、

（式３）とした。 

  

Q
Q'' A

A
SS

QQ ×−誘発台数＝  （式２）

 QS  ：実験前のスマートIC隣接のIC利用台数 

     Q’S ：実験中のスマートIC及び隣接ICの 

合計利用台数 

     QA  ：実験前の路線全体の利用台数 

（スマートIC及び隣接ICを除く区間） 

      Q’A ：実験中の路線全体の利用台数 

（スマートIC及び隣接ICを除く区間） 

※ ただし、スマート IC を設置して誘発した交通

は必ずスマート IC を利用すると考え、スマー

ト IC の利用台数を上限値として設定している。 

 

   誘発台数転換台数＝利用台数－ （式３）

 

(3) 誘発・転換台数の算出結果 

 上記方法により、各スマートＩＣにおける誘発・転換

台数の内訳を算出した結果が図－３である。 

 

特例市規模（人口２０万人以上）2)以上の都市（以下、

中心都市）から半径 15km以内（市役所起点）に立地す

るスマートＩＣを都市近隣型、その他を地方立地型と定

義した。その結果、誘発台数は都市近隣型、地方立地型

の両者においてまんべんなく見られ、転換台数は都市近

隣型において多い傾向が見られる。この都市近隣型で転

換が多い要因は、規模の大きい都市ではピーク時に最寄

りＩＣに交通が集中して混雑が発生し、その混雑を回避

するためにスマートＩＣに転換して利用している交通な

のではないかと考えられる。 
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図－３ 誘発台数と転換台数の内訳 



(4) 地方立地型の特徴 

 地方立地型について、スマートＩＣ利用交通のＩＣ

ペアの上位１位ＩＣと誘発・転換台数の内訳を対応さ

せたものが図－４である。 

これをみると、誘発台数が多い箇所では、ＩＣペア

１位が 60km 以内の中心都市に近いＩＣとなっている。

この結果から、地方立地型では、都市の吸引力や周辺

地域と都市の結びつきの強さがスマートＩＣ利用に反

映されていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) スマートＩＣの主な使われ方 

 以上の分析結果から、スマートＩＣの主な使われ方に

は次の２種類があると考えられる。１つは、スマートＩ

Ｃの周辺地域の居住者がＩＣ増設によってアクセス時間

が短縮して便利になったことにより利用するパターンで、

これを「地元利用」と呼ぶ。これは、高速道路が身近に

なって新たに高速道路を利用する交通なので、誘発台数

を表す主な利用形態であると考えられる。(3)の結果か

ら、この利用形態は「都市近隣型」と「地方立地型」の

両方に適用される。もう１つは、通勤時間帯などにおい

て従業地となる都市に向かう交通がメインとなりその都

市の高速道路の最寄りＩＣに交通が集中し、そのアクセ

ス道路などで混雑が生じる場合に、その隣にスマートＩ

Ｃが増設されたことでこの混雑を回避するために利用す

るＩＣを変更するパターンで、これを「混雑回避利用」 

と呼ぶ。これは、従来も高速道路を利用していたのが 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣを変更する交通なので、転換台数を表す主な利用

形態であると考えられる。(3)の結果から、この利用形

態は「都市近隣型」のみに適用される。 

 

３．利用台数に影響を及ぼす要因分析 

 

(1) 利用台数の評価指標 

２．の分析結果をもとに、利用台数に影響を及ぼす要因

を示す評価指標として表－１の項目を定めた。 

 混雑回避利用の影響要因は隣接ＩＣアクセス道路の混

雑状況で、その評価指標としてセンサスの「平日混雑時

旅行速度」を用いた。また、スマートＩＣより都市に近

いＩＣが複数存在していてすでに交通分散が図られてい

たり、都市高速が存在していてフルに活用されれば混雑

が解消される容量があるというように、周辺地域の高速

道路ネットワークの形成が充実している場合には、スマ

ートＩＣによる混雑回避要素が減少すると考えられるた

め、オプションで「ＩＣの数＋都市高速」をマイナス指

標とした。地元利用の影響要因は、スマートＩＣ周辺の

時間短縮便益を受ける地域の居住状況であり、「短縮圏

域人口」を指標とした。また、地方立地型については、

目的地となる相手方の都市の吸引力も影響要因となるの

で、「目的地中心都市人口」も指標として加えている。 

ＩＣ名 距離(km)
入善PA 富山 43.8 富山市
姨捨SA 松本 37.8 松本市、長野市
大和PA 長岡 46.2 長岡市
長者原SA 泉 34.9 仙台市
加計BS 広島北 15.1 広島市
吉野川SA 藍住 59.4 徳島市
寒河江PA 山形蔵王 20.3 山形市
大佐SA 新見 12.3 なし
佐久平PA 練馬 146.9 長野市、高崎市
城端SA 五箇山 12.5 富山市、金沢市
尼御前SA 金沢西 35.7 金沢市、福井市
金城PA 浜田 9.5 なし

　スマート
ＩＣ名

ＩＣペア１位 60km以内の
中心都市
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図－４ 誘発台数と中心都市の関係（地方立地型）

図

表－１ 利用台数の評価

類型 利用形態 影響要因 評価指標

隣接ＩＣアクセス道路の混雑状況 平日混雑時旅行速度

高速ネットワークの形成状況 ＩＣの数＋都市高速

地元利用 ＳＩＣ周辺地域の居住状況 短縮圏域人口

ＳＩＣ周辺地域の居住状況 短縮圏域人口

目的地となる都市の吸引力 目的地中心都市人口

近隣型

混雑回避
利用

立地型 地元利用

都市

地方
－５ スマートＩＣ設置による時間短縮圏域

指標 

定義（使用データ）
隣接ＩＣに接続するアクセス道路のＩＣ接続区間の
平日混雑時旅行速度（H11道路交通センサス）
SICよりも中心都市に近いＩＣの数(H17.8時点）

高速道路へのアクセス時間が５分以上短縮する地域の人口
（H11道路交通センサス、デジタル道路地図、H7国勢調査）
高速道路へのアクセス時間が５分以上短縮する地域の人口
（H11道路交通センサス、デジタル道路地図、H7国勢調査）
SICから半径60km（市役所起点）以内にある中心都市の人口

（市町村要覧2004年版）



 (2) 分析の結果 

  (1)で定めた評価指標を用い

て利用台数との関係を分析した

結果が図－６（都市近隣型）、

図－７（地方立地型）である。

各スマートＩＣを利用台数の多

い順に並べ、それに対応する評

価指標のランクをＡ～Ｃの３段

階に分類して対応させている。   

 
 
 
 
 
 
 

都市近隣型では、短縮圏域

人口と平日混雑時旅行速度の両

評価指標が高いほど利用台数多

い傾向がある程度見られる。さ

らに、高速ネットワーク状況の

減点対象となる箇所では、同程

度の指標の程度の他の箇所より

も利用台数が低い傾向が見られ

る。 
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ネットワーク状況 △ × × ×

地元利用指標 短縮圏域人口 A A A B B B B B C B C

混雑分散指標

ランク Ａ Ｂ Ｃ
平日混雑時
旅行速度

20km/h
未満

20km/h以上
30km/h未満

30km/h
以上

短縮圏域
人口

5万人
以上

1万人以上
5万人未満

1万人
未満

×
ＳＩＣより中心都市に
近いＩＣが複数存在

△ 都市高速がある

ネットワーク状況

Ｓ
ＩＣ
利
用
台
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図

一方、地方立地型では、短縮

圏域人口と目的地中心都市の両

指標が高いほど利用台数が多い

傾向がある程度見られる。 

以上から、これらの評価指

標を用いることでスマートＩＣ

を設置した時のおおまかな利用

台数を推測することが可能とな

る。 

目
地元利用
指標

ランク Ａ
短縮圏域
人口

5万人
以上

目的地中心
都市人口

100万
以上

 

４．おわりに 

 

本研究では、スマートＩＣ社会実験の結果を分析

ることでその利用実態と利用台数に影響を及ぼす要

を明らかにすることができた。さらに、その要因を

す実験しなくても取得可能なデータで構成された評

指標を用いることで、おおまかにではあるがある程

の利用台数を予測することが可能となった。この成

は、今後新たにスマートＩＣを設置する際の選定基

としてこの指標を用いたり、現在実験中のスマート

Ｃに対する評価に用いるといった活用が期待される

今後の課題としては、スマートＩＣ単体だけではな

 
 

 －６ 利用台数の要因分析結果（都市近隣型） 
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 図－７ 利用台数の要因分析結果（地方立地型） 

 
料金施策やアクセス道路の整備など「使えるハイウェ

イ」政策の他の施策も含めた総合的な観点での分析・

評価や、それを実現するための財源や制度の検討が必

要となってくる。 
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